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日本では大学の通信教育は 1947 年に学校教育法で制度化され、1950 年には正規の大学
教育として認可された。当初 5 校 1）で始まった通信制大学は、放送大学設置（1983 年）
前は 12 校であったが、学部名の例示の廃止や科目群の撤廃を伴う大学設置基準の大綱化
（1991 年）後の 1994 年頃から増加が始まり、2007 年には 40 校になった。この間、学生
数も堅調に伸び、2005 年には正科生が 20 万人を超えた。しかし、その後、学生数は再び
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こと、③時間の経過の中で継続的に 40 代以上（特に 60 代以上）の層が増加し、生涯学習
機関として機能していることの 3 つを述べている。ただし、ここには最大規模の放送大学
が反映されていない。そこで放送大学学部生の状況を見ると、正科生の数は 8.2 万人、世













育の変遷を明らかにした研究（石原ら  2016，鈴木  2017）、受講者層から通信制大学の機





















校・大学に 10 年以上の勤務経験のある教職員を研究対象者とした。本来的には 20 年、













調査の時期は 2018 年 11 月～2019 年 3 月で、半構造化インタビューにより、同意のも
と録音を行った。インタビューは対面で、研究協力者の所属校の個室、または希望する場
所で行った。所属校以外の場所には、研究者の所属校または研究者・研究協力者がともに













表 1 研究協力者の属性 
研究協力者  所属等  通信制教員歴／教員・研究歴  
高校  A・B 公立高校教員・政令指定都市  10 年以上／15 年以上  
C・D 公立高校教員・上記以外  10 年以上／20 年以上  
E・F 私立・広域通信制教員・1960 年代設立  15 年以上／15 年以上  
G・H 私立・広域通信制教員・1990 年代以降設立  15 年以上／15 年以上  
大学 5）  I 国公立・通信教育研究者  －／15 年以上  
J 私立・通信制教員  9 年／15 年以上  
K・L 私立・通信制教員（兼通信教育研究者）  15 年以上／30 年以上  
M 私立・通信制教員  30 年以上／30 年以上  




























に関して、データからは 25 個の概念が抽出され、10 個のカテゴリに収束した。まず、概
要をつかむため、表 2 に示したカテゴリ間の関係を先に示す。ここで、カテゴリ間の関係
を図式化したものは次頁の図 1 である。  
 
表 2 「社会の変化と通信制大学の変化の関わり」概念とカテゴリ 
カテゴリ＜概念数＞  概念名(発言者数) 
大学進学率上昇による変化＜2＞  通信制大学の学生の若年化 (4)，大卒学歴の追求 (5) 
中退の受け皿としてのニーズ＜1＞  大学での中退者や転籍者の受け入れの状況と期待 (3) 
通信制大学の学生の質の変化＜2＞  書く力の低下の要因と対策 (2)，学生の質の変化と対応 (3) 
学習社会の到来＜4＞  生涯学習のニーズ (5)，職業資格取得のためのニーズ (10)，  
通信制大学・大学院への追い風 (3)，通信制大学院の特殊性 (7) 
旧来からある通信制大学の姿＜3＞  旧来からあるその大学だからこそ学びたいというニーズ (2)，機会均等
のための通信教育の志向性 (2)，安い通信教育へのニーズの多さ (2)，  
放送大学誕生による変化＜2＞  放送大学の特殊性や影響 (4)，スクーリング負担の減少という変化 (2) 
通信制大学自体の多様化＜4＞  通信制大学の多様化（3），通信制大学のへの見方の変化 (2)，  
設立背景を活かした棲み分けや工夫 (5)，大学間競争の弊害 (3)，  
多様な学生が学ぶ通信制大学＜1＞  多様化した通信制大学の学生と大学の対応 (5) 
卒業率とドロップアウトに伴う課題 
＜1＞  
4 年卒業の難しさとドロップアウトの問題 (2) 
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次頁の図 2 は、影響として 1 つめに挙げられた大学進学率上昇に関わるメカニズムであ







また、学生層に関して、教員 K は、自分が 1990 年代初期から通信教育に携わっている
ことを述べた自身の経歴に関わって、「私が大学通信教育に関わるようになった時期が、  
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図 3 は、影響として 2 つめに挙げられた学習社会の到来 6）に関わるメカニズムである。 
 
 
図 3 【学習社会の到来】による通信制大学の変化 
 





会 7）の委員をやっていまして、それと並行して増えてきていました」と指摘する 8）。  




ニーズ》があった背景を述べる。同様の指摘は教員 G や教員 K、教員 J も行っている。こ
の時期は児童・生徒に対する教員数が不足し、「教員になっておけば食べていける」状況（教
員 B）があったことも指摘される。そして、こうした職業関連ニーズは多職種に関わるこ
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図 4 放送大学「以前」と「以後」 
 




こそ学びたいニーズ》の 3 点が抽出された。1 つめについて、教員 I は通信制大学全般に
ついて「学費が安ければ人が入ると思いますよ。学費の問題になってます、社会人が大学
選ぶときは。」としているが、近年の通信制大学の多様化を踏まえた時、このような安価さ
は、旧来からの通信制大学が持ってきた強みの 1 つだろう 10）。2 つめについて、教員 K は
通信教育の在り方に関わる文脈で「スタート時点で別立てなんだよ。要は、これは高校も
そうだったけれども、勤労学生のための教育なんだよ。」と言い、旧来からあった理念は「機



























































という教員 M の指摘にも表れる。  
また、後者の《通信制大学への見方の変化》の例としては、教員 I は「80 年代までは生
涯学習ブームだったから、何となく生涯学習に興味のある人たちが自分でいろいろ学校探
して、入って」という状況から「メディア授業できた 98 年ぐらいから、ちょっと意識が変
わってきた」（教員 I）ことを指摘する。より端的に見方の変化を指摘したのが教員 K であ
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つまり、教員 M は 1 校 1 校が伸びていく可能性よりももっと広範囲な視点で議論を展開
していた。それは「通信制の大学というのは、一種の知のプラットフォームみたいな側面
がある」のに「今、共通語がない、大学間で」という状況で、大学間競争ではない、大学
間協働が必要という指摘である。そしてラーメン屋を例に説明する。教員 M は「1 軒でき
て、そのラーメン屋がある程度人気だったけど、ある程度そこが人気になると、類似店が
いっぱいできるので。それは見ていて客を奪い合ってるなという感じもしたんだけど。そ












































































7）生涯学習審議会は、1990 年に発足、1992～2000 年までに 5 つの答申を発表した。  
8）生涯学習ニーズは高校においても伝統校ではまだ存在するという指摘もある（G 教員）。  
9）ここでいう《通信制大学院の特殊性》は通信制大学の学部と比べた大学院の特殊さの面と、通学制の
大学院と比べた特殊さの面の両方を含む。  
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10）これは現在の通信制大学が安価ではないことを示すのではなく、現在は学費が多様性の富む中で、
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The current  status and future direction of correspondence universi t ies    
in Japan 
 
Haruko Ishihara1）  





This paper probes the functions of correspondence education and scrutinizes the social and 
environmental changes that affect its operations, focusing specifically on universities offering 
correspondence courses. Consequently, an interview survey was conducted with 15 teachers 
engaged in correspondence universities or high schools. The data was analyzed by the M-GTA 
method. The data analyses yielded two findings. First, the status of correspondence universities is 
affected by three factors: the enrollment rates for all universities in general, the emergence of a 
learning society, and the establishment of the Open University of Japan. Second, despite the 
increased diversification of correspondence universities and their students, enrollment numbers 
have not increased in recent years. Thus, it was found that enhanced support for students such as 
those of correspondence high schools and the promotion of inter-university collaborations as 
correspondence universities would be necessary to make such institutions more attractive in the 
present circumstances. 
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